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１．研究の背景
日本では，2003年の小泉政権下で「住んでよし，訪れてよし」の国づくりの実現を目指すた

めに「観光立国宣言」が行われた。同宣言では，日本は約70％が山岳地帯であり，美しい山々
や清らかな河川に恵まれていることが認識され，田園風景や農村地域は我が国にとって貴重な
観光資源となりうることが言及されている［1］。
その後，2007年１月に施行された観光立国推進基本法に基づく「観光立国推進基本計画」で

は，自然保護思想を普及させる一方で，自然公園，保護林（国有林野制度），世界自然遺産な
どの保護管理を推進することで，自然環境の保全及び野生生物の保護に取り組むことが明記さ
れた。そして，これらの自然観光資源や，明瞭な四季，雪，流氷等の国内外の人々を魅了する
日本固有の美しい自然を活かし，地域住民等と行政とが連携することにより，観光地域として
も魅力的な地域づくりを推進することが示された［2］。このように，日本が保有している自然を
観光資源として活用し，観光来訪者を誘致することを視野とした法整備や施策が，近年急速に
進められている。
さらに，近年は地域固有の自然を単に訪れて見物するという観光形態に留まらず，多様化す

る来訪者のニーズに合わせて，自然観光資源の活用方法も多様化している。そのため，観光庁
は，地域固有の資源を新たに活用し，体験型・交流型の要素を導入した旅行形態であるニュー
ツーリズム［3］を推進している。ニューツーリズムの一形態として，農山漁村の自然，文化，人々
との交流を楽しむ滞在型のグリーンツーリズムやエコツーリズムが提唱されるようになる等［4］，
観光対象としての自然観光資源の重要性は向上しつつある。
また，槇村（1997）は，自然を活用したツーリズムは，過疎地域のみならず，都市近郊でも

市民農園や農業公園等を核に多様な活動が展開され，地元農村の経済の活性化と密接に結びつ
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いていることを指摘した［5］。このように観光資源として注目されつつある自然について，日本
学術会議（2001）の答申では，森林が所有する多面的機能について整理している。多面的機能
とは，①生物多様性保全機能，②地球環境保全機能，③土砂災害防止機能／土壌保全機能，④
水源涵養機能，⑤快適環境形成機能，⑥保健・レクリエーション機能，⑦文化機能，⑧物質生
産機能などに分類され，現代及び将来の森林価値とは，森林と都市・農山漁村との関係をどの
ように構築するかによって変わりうるものとした［6］。
この様な，観光や森林を取り巻く状況を認識して，これまでにも自然観光資源を活かすため

の森林観光レクリエーションに関わる研究が多数行われてきた。筆者らが関わってきた既存研
究の一例を挙げるだけでも，観光レクリエーションに関わる林野施策史［7］［8］や研究史の総括［9］
～［11］，観光統計資料等の時系列分析［12］［13］，国際動向の検討［14］［15］，気候変動への対応［16］，景観
に関する分析［17］～［19］，山菜採りなど具体的な活動の分析［20］［21］，観光レクリエーションのため
の森林管理のポテンシャル解析［22］～［28］，などが行われている。しかしながら，日本国内のある
特定の森林植生帯のなかにどの様な観光資源や施設があり，それらが森林とどの様に関係して
いるのかという実態を具体的に検証した研究は未だに行われていない現状にある。
そこで当研究では，観光地の運営を持続的に行うことを目指したデスティネーションマネジ

メント研究の視点から，既存データベースを用いて森林に関わる観光情報を抽出し，市町村単
位で分布状況をまとめるという調査を行うことにした。

２．調査対象地の設定
本研究では全国47都道府県の中から，本州，四国，九州と並ぶ日本４島の北部に位置する，

北海道を調査対象地として設定した。当地の総土地面積は8,342,431ha［7］と各都道府県の中で
最大の面積を誇っている。また道内には，離島を含めて市町村が多数存在している。
北海道内の森林分布に着目すると，北海道の森林総面積は5,539,187haで，森林率は70.6％

である［29］。この値は，全国の森林面積総計の４分の１近く，22.1％が北海道の森林であること
を示している［29］。また，北海道の森林は，エゾマツ，トドマツなどの北方系の針葉樹をはじめ，
イタヤカエデ，ミズナラなどの広葉樹が混ざった針広混交林が広がり，本州以南の森林植生帯
とは異なる特徴を持っている［30］。
さらに，北海道には国有林や道有林が広範囲に分布していることも特徴的である。日本全体

の国有林総面積に対して，道内の国有林は39.9％を占めている。また道有林も，全国の都道府
県有林の総面積に対して50.2％を占めている［29］。

３．研究の目的と調査方法
当研究の目的は，北海道内に分布している観光資源や施設の実態を，森林を対象としたデス
ティネーションマネジメントの観点から検証し，その特徴を明らかにすることにある。
検証を行う上で，「北海道内で直接的，間接的に森林に関わる観光資源・施設等には分布特

性がある」という理論仮説を設定し，この仮説を基に分析を行うこととした。
上記の仮説を設定した上で，「全国観るなび」［31］という観光情報データベースを用いて観光
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情報を収集し，分類して，市町村別に整理を行った。
「全国観るなび」では，全国の都道府県・市区町村観光主管課及び都道府県観光協会（連盟）
等より提供された，全国約13万４千件，全78ジャンルの観光情報をデータベース化している
（2017年８月現在）。また，市町村ごとに，観光情報がジャンル別に整理されている点からも，
本調査における検証に有用であると考えた。
「全国観るなび」にて，北海道内の観光情報1）を検索すると，178市町村2）を対象に，総計8,266
件の観光情報が掲載されていた。続いて，8,266件の観光情報の中から，当研究の調査目的と
は関連しない観光情報を全て削除する作業を行った。削除の対象とする観光情報は，「交通施
設等」，「宿泊施設等」，「市町村役場の観光課に関する情報」など，観光資源や施設ではない情
報をはじめに除外した上で，その後「森林との関わりが認められない観光資源・施設」を削除
した。なお，「交通施設等」とは，レンタカーや観光タクシーといった，観光来訪者を観光目
的地へと輸送するあらゆる交通手段を指すものである。「宿泊施設等」とは，旅館や民宿，ホ
テル等の，観光来訪者が宿泊することのできる施設が対象となる。
以上の方法で，8,266件のデータからの削除作業を実施したところ，最終的に，全体の36.6％

である3,026件が調査対象データとなる「森林観光情報」として残った。そしてそれらは，全
62ジャンル3）にまとめることができた。
最後に，これらの3,026件の「森林観光情報」を，特性ごとに類型化する作業を行った。
まず，山岳や森林の中を登頂，散策したり，動植物を観察したりする等，森林と直接的に触

れあう行為を，観光の主対象とした「1.直接的レクリエーション」，自然公園や展望台等の人
工的に整備された場所や，河川や海岸といった水辺等，緑地以外の場所において，森林を眺望，
花々を観察する等，間接的に森林と触れあう行為を，観光の主対象とした「2.間接的レクリエー
ション」に大別した。
上記の作業を行ったところ，「1.直接的レクリエーション」の数は1,498件，「2.間接的レク

リエーション」の数は1,528件であった。
当研究では，以上の手順で導き出した，「森林観光情報」が，北海道内の178各市町村にどの

様な割合で分布しているかについて，実態分析を行った。

４．調査結果
定量解析の結果，「森林観光情報」，「直接的レクリエーション」，「間接的レクリエーション」

の３つの分野において，それぞれ下記の調査結果を導き出すことができた。

4-1　森林観光情報
まず，北海道内の全3,026件の森林観光情報が，北海道内の178各市町村にどれ程の割合で分

布しているかを調査した結果，下記表１を得ることができた。なお表１には，上位，下位のそ
れぞれ10番目までの市町村を掲載している。
表１を概観してわかるとおり，森林観光情報を最も有していたのは，最高値86件の函館市で

あった。函館市に続いて，札幌市（森林観光情報数68件），旭川市（森林観光情報数60件）の
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順に，各市町村が森林観光情報を所有していた。市町村全体の平均値は17件であり，自然観光
情報数が最低値１件であったのは，妹背牛町と当別市の２つの市町村であった4）。
上記の結果を受けて，自然観光情報が各市町村にどれ程集中しているのかを検証するために，

数値幅10ごとの６つの枠を設けた。
６つの枠とは，森林観光情報が「50件以上の市町村」，「40件以上～50件未満の市町村」，「30

件以上～40件未満の市町村」，「20件以上～30件未満の市町村」，「10件以上～20件未満の市町村」，
「10件未満の市町村」からなり，下記表２において，各枠に当てはまる市町村の数を算定した。

表２　観光情報の市町村別分布リスト

森林観光情報分布枠 市町村数
50件以上の市町村 7

40件以上～50件未満の市町村 7
30件以上～40件未満の市町村 10
20件以上～30件未満の市町村 28
10件以上～20件未満の市町村 73

10件未満の市町村 53
合計 178

表２を見ると，森林観光情報が「10件以上～20件未満の市町村」が73箇所と１番多く，続い
て「10件未満の市町村」が53箇所と２番目に多いことが分かる。一方で，観光情報が「50件以

表１　森林観光情報数の順位表（上位，下位それぞれ 1～ 10 番目）
順位 市町村 観光情報数 森林観光情報総数に対する割合
1 函館市 86 2.8%
2 札幌市 68 2.2%
3 旭川市 60 2.0%
4 七飯町 53 1.8%

釧路市 1.7%
網走市 1.7%
美瑛町 1.7%

8 上川町 48 1.6%
9 千歳市 47 1.6%
10 北見市 44 1.5%

砂川市 3
歌志内市 3
北広島市 3
新篠津村 3
浦臼町 3
木古内町 2
美幌町 2
訓子府町 2
当別市 1
妹背牛町 1

5 52

0.1%

0.0%

169

174

177
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上の市町村」と「40件以上～50件未満の市町村」が共に７箇所となり，一番低い数値であった。
つまり，森林観光情報数は，各市町村に差異があり，下位に集中していることがわかった。
しかし，表１を再見すると，最高値86件の函館市でも，対象観光情報総数3,026件に対する
割合は2.8％であり，数値が２％以上であったのは函館市，札幌市，旭川市の３市のみであった。
また，169位から174位までの８つの市町村の割合は0.1％，177位の市町村は0.0％であった。こ
れは，道内で，森林に関わる観光情報を多く所有する市町村であっても，対象総数全体の割合
から見ると突出して高い数値ではない実態にあることを示しており，森林観光資源／施設と，
それ以外の観光資源／施設との連携が，観光まちづくりを活用した地域振興のためには重要で
あると考えられた。
総括すると，全3,026件の森林観光情報は，函館市をはじめとする特定の市町村に，情報が

集中していることが確認できた。一方で，森林観光情報は178市町村に広く分布しており，一
つの市町村に存在する割合は，3,026件という総数に対しては小さくなることが明らかとなった。

4-2　直接的レクリエーションの結果
上述した「森林観光情報」において，北海道全体に森林を対象とした観光情報が，北海道全

体に分散していることを明らかにした。
続いて，森林と直接的に触れあう観光活動である「直接的レクリエーション」の観光情報に

ついて分析を行った。「直接的レクリエーション」に該当した観光情報数の結果は，表３のと
おりとなった。なお，表３には上位，下位のそれぞれ10番目までの市町村を掲載している。

表３　「2.直接的レクリエーション」資源／施設数の市町村別順位表（上位，下位それぞれ 1～ 10 番目） 
順位 市町村 直接的レクリエーション数 森林観光情報数 森林観光情報数に対する割合
1 函館市 44 86 51.2%
2 札幌市 41 68 60.3%
3 旭川市 37 60 61.7%
4 七飯町 34 53 64.2%
5 釧路市 26 52 50.0%

苫小牧市 25 29 86.2%
新得町 25 43 58.1%
網走市 24 52 46.2%
千歳市 24 47 51.1%
小樽市 23 35 65.7%
仁木町 23 34 67.6%
美瑛町 23 52 44.2%
滝川市 1 4 25.0%
北広島市 1 3 33.3%
当別市 1 1 100%
新篠津村 1 3 33.3%
秩父別町 1 5 20.0%
北竜町 1 5 20.0%
初山別村 1 4 25.0%
美幌町 1 2 50.0%
訓子府町 0 2 0.0%
標津町 0 6 0.0%
妹背牛町 0 1 0.0%

6

8

10

168

176
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表３を概観すると，「直接的レクリエーション」についての観光情報を最も有していたのは，
最高値44件の観光情報を持っている函館市であった。続いて，41件の観光情報を所有している
札幌市，37件の観光情報を所有している旭川市が続いた。
当結果において，函館市から釧路市までの上位５位までの市町村は，先述した「1.森林観光

情報」の自然観光情報数上位５位の市町村と，同様の結果となった。
また「直接的レクリエーション」の最低値０の市町村は，訓子府町，標津町，妹背牛町の３

つの市町村であった。
さらに各市町村での，森林観光情報数に対する「直接的レクリエーション」の割合（％）は

表４のとおりであった。

表４を概観すると，「50％以上～60％未満の市町村」が最高値48件であり，「90％以上～
100％の市町村」及び「０％の市町村」が最低値３件であった。
「90％以上～100％の市町村」に該当したのは，元々森林観光情報が低数値である，歌志内市
（森林観光情報数３件），木古内町（森林観光情報数２件），当別市（森林観光情報数１件）の
３つの市町村であり，「直接的レクリエーション」の割合は100％であった。
また，「80％以上～90％未満の市町村」に該当した４市町村においては，苫小牧市（森林観

光情報数29件）を除き，共和町（森林観光情報数13件），幕別町（森林観光情報数８件），福島
町（森林観光情報数５件）と，森林観光情報数が低数値である市町村であった。
これに対して，表３の上位で，表４の「50％以上～60％未満の市町村」に該当したのは，苫

小牧市，網走市，美瑛市を除く９市町村であった。また，上位５市町村は，森林観光情報も50
件以上の高数値であるものの，皆「50％以上～60％未満の市町村」に該当していた。

表４　森林観光情報数に対する「直接的レクリエーション」数の市町村別分布リスト

森林観光情報に対する直接的レクリエーションの割合 市町村数
90%以上～100%の市町村 3
80%以上～90%未満の市町村 4
70%以上～80%未満の市町村 12
60%以上～70%未満の市町村 29
50%以上～60%未満の市町村 48
40%以上～50%未満の市町村 32
30%以上～40%未満の市町村 25
20%以上～30%未満の市町村 17
10%以上～20%未満の市町村 5

0%の市町村 3
合計 178
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4-3　間接的レクリエーションの結果
最後に，人工的に整備された場所や水辺等，緑地以外の場所において，間接的に森林と触れ

あう観光活動である「間接的レクリエーション」の観光情報を分析した。
「間接的レクリエーション」に該当した観光情報数の結果は，下記表５のとおりとなった。
表５には，上位，下位のそれぞれ10番目までの市町村を掲載している。

表 5　「間接的レクリエーション」資源／施設数の市町村別順位表（上位，下位それぞれ１～ 10 番目）

順位 市町村 間接的レクリエーション数 森林観光情報数 森林観光情報数に対する割合
1 函館市 42 86 48.8%
2 せたな町 30 42 71.4%

北見市 29 44 65.9%
上川町 29 48 60.4%
美瑛町 29 52 55.8%

6 網走市 28 52 53.8%
7 札幌市 27 68 39.7%
8 釧路市 26 52 50.0%
9 岩内町 25 43 58.1%
10 洞爺湖町 24 40 60.0%

池田町 2 8 25.0%
白糠町 2 4 50.0%
砂川市 1 3 33.3%
福島町 1 5 20.0%
浦臼町 1 3 33.3%
妹背牛町 1 1 100.0%
美幌町 1 2 50.0%
歌志内市 0 3 0.0%
当別市 0 1 0.0%
木古内町 0 2 0.0%

3

171

176

158

表５を概観すると，該当する観光情報を最も有していたのは，42件の観光情報を所有する函
館市であった。しかし，先述した「直接的レクリエーション」において，上位５位の各市町村
が「森林観光情報」の順位と一致するのに対し，「間接的レクリエーション」においては，観
光情報数第２位のせたな町以降，全て「森林観光情報」の順位と異なっていた。
また，３位の北見市，上川町，美瑛町の観光情報は同数29件で一致しており，最低値０件で

あったのは，観光情報が全て「直接的レクリエーション」に該当する歌志内市，木古内町，当
別市の３市町村であった。
「間接的レクリエーション」においても，森林観光情報数に対する「間接的レクリエーション」
の割合（％）を下記表６において調査した。



二重作 昌満・田中 伸彦・ショウ テイ

22  東海大学紀要 観光学部

表６　森林観光情報数に対する「間接的レクリエーション」数の市町村別分布リスト

森林観光情報に対する間接的レクリエーションの割合 市町村数
90%以上～100%の市町村 3
80%以上～90%未満の市町村 6
70%以上～80%未満の市町村 15
60%以上～70%未満の市町村 32
50%以上～60%未満の市町村 42
40%以上～50%未満の市町村 39
30%以上～40%未満の市町村 22
20%以上～30%未満の市町村 13
10%以上～20%未満の市町村 3

0%の市町村 3
合計 178

表６を概観すると，こちらも「直接的レクリエーション」と同様に，「50％以上～60％未満
の市町村」が最高値42件であり，「90％以上～100％の市町村」及び「0％の市町村」が最低値
３件であった。
最上の割合である，「90％以上～100％の市町村」に該当したのは，森林観光情報数が低数値

である標津町（観光情報数６件），訓子府町（観光情報数２件），妹背牛町（観光情報数１件）
の３市町村であり，「間接的レクリエーション」の割合は100％であった。
表５の上位10番目までの市町村に着目すると，「50％以上～60％の市町村」には４市町村が

該当し，「60％以上～70％未満の市町村」には3市町村が該当した。森林観光情報数が最高値を
誇る函館市が，50％以下の数値であるのに対して，せたな町が71.4％と高数値であった。
「間接的レクリエーション」での，上位３位までの５市町村のうち，表３の「直接的レクリエー
ション」において，函館市を除き，上位10位に該当した市町村はなかった。
せたな町は28.6％で13位，北見市は44.2％で15位，上川町は39.6％で19位，美瑛町は34.1％で

23位と，皆50％以下の数値であった。

５．考察
上述してきた調査結果を踏まえて，当研究で提唱した仮説である「北海道内で直接的，間接

的に森林に関わる観光資源・施設等には分布特性がある」に対する考察を行った。
前述した「森林観光情報」の分析において，全3,026件の森林観光情報は，市町村の間で，

偏りはありつつも，全178市町村に広く分布していることが明らかとなった。
そこで，当仮説を検証するために，「森林面積が大きい市町村ほど，森林観光情報数は多い」

という操作仮説を設定し，各市町村の森林面積と森林観光情報数との因果関係について追加分
析をした。
全178市町村の内，森林観光情報数が上位10位であった市町村の森林面積［7］と，北海道内全

体の森林面積5,539187ha［7］に対する割合（％）と対照させて検証すると，表７のようになった。
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順位 市町村 森林面積（ha） 道内全体の森林面積に対する割合（%）
1 函館市 53,147 0.96%
2 札幌市 208,156 3.76%
3 旭川市 39,992 0.72%
4 七飯町 12,869 0.23%

釧路市 100,640 1.82%
網走市 16,742 0.3%
美瑛町 46,739 0.84%

8 上川町 99,132 1.79%
9 千歳市 32,024 0.58%
10 北見市 94,569 1.71%

5

表７　「森林観光情報」上位 10 市町村の森林面積順位表（ha）

表７を概観すると，「森林観光情報」が最高値である函館市の割合は，北海道全体のわずか
0.96％しか分布しておらず，3.76％の割合であった札幌市が最高値であった。
また，他の市町村の割合を見ても，１％以上の割合であったのは札幌市，1.82％であった釧
路市，1.79％の上川町，1.71％であった北見市の４市町村であった。
さらに調査範囲を拡大し，全178市町村を対象に森林面積［7］と，道内全体の森林面積［7］に対
する割合（％）を分析し，表８で順位表を作成した。
表８を概観すると，北海道内で最高値の森林面積であったのは，札幌市であった。札幌市の

森林面積は最高値の208,156haとなり，北海道全体の森林面積である5,539187haに対して，
3.76％の割合であった。
また表８の上位10番目までの市町村は，「森林観光情報」にて上位10番目までであった市町

村では，札幌市，釧路市，上川町の３つの市町を除いて，ランク外となっていた。
「森林観光情報」で首位を獲得していた函館市は33位となり，また４位であった七飯町も，
森林面積では116位となる等，順位が大きく変動したことから，森林面積の大きさが，森林観
光情報の数に比例しないことが考察できた。
北海道全体の森林面積に対する，178市町村が所有する森林面積の割合を，１％の数値ごとに，

分類すると表９のようになった。

表 8　北海道内森林面積（ha）順位表
順位 市町村 森林面積（ha） 道内全体の森林面積に対する割合（%）
1 札幌市 208,156 3.76%
2 遠軽町 117,129 2.11%
3 足寄町 116,324 2.10%
4 釧路市 100,640 1.82%
5 上川町 99,132 1.79%
6 新ひだか町 96,270 1.74%
7 北見市 94,569 1.71%
8 新得町 93,698 1.69%
9 枝幸町 90,725 1.64%
10 士別市 83,186 1.50%
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表９を概観すると，森林面積の割合が「３％以上の市町村」であったのは札幌市のみで，「２％
以上～３％未満の市町村」であったのは遠軽町，足寄町の２市町村，「１％以上～２％未満の
市町村」は26市町村であった。また，「０％以上～１％未満の市町村」の数値であった市町村
は149市町村と最多であった。森林面積の割合が0.0％と皆無の状態であった市町村は秩父別市
（観光情報数５件），新篠津村（観光情報数３件），南幌市（観光情報数９件），妹背牛市（観光
情報数１件）の４市町村であり，森林観光情報が低数値の市町村であった。
このように，北海道の１つの市町村が保有している森林面積の割合は，北海道全体の森林面

積に対して非常に小さな割合であり，各市町村同士でも大きな割合の差はなかった。
つまり，「森林面積が大きい市町村ほど，森林観光情報数は多い」という操作仮説は，森林

面積の大きさと，森林観光情報数との因果関係がないことから，成立しないと判断できた。
では，なぜ市町村の間で観光情報の数に偏りが生じるのか。「森林観光情報」，「直接的レク

リエーション」，「間接的レクリエーション」の各分野において最高値であった函館市を対象に
考察した。
函館市が所有する自然観光情報を，「全国観るなび」［9］の分類に従って，ジャンル別に区分

すると，全21ジャンルで総数86件であった。函館市の観光ジャンル一覧は表10のとおりである。
表10における函館市の特徴を概観すると，公園の数が最も多く，それに続いて海岸景観，河

川景観と続いている。また，公園，海岸景観，河川景観，温泉の４つの観光ジャンルは，北海
道内で観光情報数１位であった。
函館市の市の総土地面積が67,783 haに対して，林野面積が55,453 haと，総土地面積の大半

を林野面積が占めていることから［11］，「直接的レクリエーション」に観光情報が偏るかに思わ
れたが，函館市の森林観光情報は，「直接的レクリエーション」が44件，「間接的レクリエーショ
ン」が42件と，両観光情報の間で大きな差はない。
函館市の地形に着目すると，北海道内南端の渡島半島に位置し，海岸津軽海峡，太平洋，噴

火湾と３つの海に面している。さらに，南西部には函館山，東部には恵山が位置しており，市
内一円が豊富な源泉に恵まれている。
上述してきた「地理的特性」を活用して，函館市は，観光来訪者が森林の中を散策する等の

「直接的レクリエーション」に該当する観光情報を創造するだけでなく，緑地以外の場所であ
る海岸や温泉も活用しながら，温泉からの森林景観の眺望等，森林緑地と間接的に結びつける
観光である「間接的レクリエーション」も増産することによって，森林観光情報全体を増加さ
せていった。つまり，理論仮説「北海道内で直接的，間接的に森林に関わる観光資源・施設等

表 9　森林面積に対する市町村の割合表

道内全体の森林面積に対する割合（%） 市町村数
３%以上の市町村 1

２%以上～３%未満の市町村 2
１%以上～２%未満の市町村 26
０%以上１%未満の市町村 149

合計 178
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には分布特性がある」に対し，函館市は森林緑地を，市が所有する緑地以外の観光情報とも結
合させることによって，直接的，間接的にも多様な観光情報を増産させる特徴があった。

６．結論
本論では，北海道内の全178市町村を調査対象地に，各市町村が所有する森林観光情報の分

布について，観光情報検索サイト「全国観るなび」［9］を活用して調査検証を行った。「北海道
内で直接的，間接的に森林に関わる観光資源・施設等には分布特性がある」という理論仮説の
下で，調査検証を行った結果，「森林観光情報」，森林の中を散策したりする等，森林と直接的
に触れあう観光活動である「直接的レクリエーション」，人工的に整備された場所や水辺等，
緑地以外の場所から森林と間接的に触れあう観光活動である「間接的レクリエーション」の３
つの分野から，森林を対象とした観光情報の調査結果を導き出すことができた。
まず，「1.森林観光情報」は，函館市が最高値86件であり，最低値１件は妹背牛町と当別市
であった。また，全178市町村が所有する観光情報数を，数値幅10件ごとに６つのカテゴリー
に分類して，道内での分布を調査した結果，「10件以上～20件未満の市町村」の市町村が最高
値73件であり，「50件以上の市町村」が最低値７件であった。この事から，森林観光情報を多
く所有している地域はごく僅かであることが判明した。
続いて，「2.直接的レクリエーション」の調査結果においては，観光情報数上位５位を函館市，
札幌市，旭川市，七飯町，釧路市が占めていた。また，これら５市町村は，先述した「森林観
光情報」と同様の結果であった。

表 10　函館市観光ジャンル一覧
順位
1

観光ジャンル
公園

数
17

2 海岸景観 13
3 河川景観 7
4 ゴルフ場 5
5 行・祭事 5
6 温泉 5
7 植物 4
8 山岳 4
9 キャンプ場 4
10 展望施設 4
11 史跡 3
12 海水浴場 2
13 博物館 2
14 その他名所 2
15 その他特殊地形 2
16 高原 2
17 ハイキングコース 1
18 ケーブルカー・ロープウェイ 1
19 動・植物園 1
20 公的観光レクリエーション地域 1
21 遊覧船

合計
1
88
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最後に，「間接的レクリエーション」では，函館市が最高値42件で首位となるものの，第２
位のせたな町以降，全て「森林観光情報」の順位とは異なるものであった。
上記の調査結果を経て，北海道内の178各市町村が保有している観光情報数と，森林面積と

の因果関係について考察したところ，各々の割合は，操作仮説「森林面積が大きい市町村ほど，
森林観光情報数は多い」という両者の因果関係は成立しないことが明らかとなった。
また理論仮説「北海道内で直接的，間接的に森林に関わる観光資源・施設等には分布特性が

ある」に対して，函館市を対象に考察を行ったところ，函館市は森林緑地を，市が所有する緑
地以外の観光情報とも結合させることによって，直接的，間接的にも多様な観光情報を増産さ
せる特徴があった。
本論では，デスティネーションマネジメント研究の視点から，北海道を対象地に，観光目的

地での観光情報を種目ごとに分類し，観光来訪者の動向や実態を調査分析する研究を行った。
しかし，今後も全国の観光対象地において，観光来訪者のライフスタイルの変化や，観光ニー
ズの変質によって，観光情報の更なる多様化が予測される。
よって，今後は全国規模に調査範囲を拡大し，各都道府県における観光情報を分析した調査

研究の継続・蓄積によって，我が国におけるデスティネーションマネジメント研究の促進を図っ
ていくことが今後の課題と言える。

なお本研究の遂行にあたっては，2015年度学部等研究教育補助金「森林観光資源の地域特性
に応じた類型化に向けたフィジビリティスタディ」の助成を受けた。

補注
１）　市町村の中には，北海道内に所属しながらも，日本の政治管轄下にない北方領土（択捉島，
国後島，色丹島，歯舞諸島）もある。それらの自治体については，データが整備されていないた
め，分析対象から除外している。
２）　当調査において選定した全178市町村は以下のとおりである。
 札幌市，小樽市，函館市，旭川市，室蘭市，釧路市，帯広市，北見市，夕張市，岩見沢市，網走
市，留萌市，苫小牧市，稚内市，美唄市，芦別市，江別市，赤平市，紋別市，土別市，名寄市，
三笠市，根室市，千歳市，滝川市，砂川市，歌志内市，深川市，富良野市，登別市，恵庭市，伊
達市，北広島市，石狩市，北斗市，当別町，新篠津村，松前町，福島町，知内町，木古内町，七
飯町，鹿部町，森町，八雲町，長万部町，江差町，上ノ国町，厚沢部町，乙部町，奥尻町，今金
町，せたな町，島牧村，寿都町，黒松内町，蘭越町，ニセコ町，真狩村，留寿都村，喜茂別町，
京極町，倶知安町，共和町，岩内町，泊村，神恵内村，積丹町，古平町，仁木町，余市町，赤井
川村，南幌町，奈井江町，上砂川町，由仁町，長沼町，栗山町，月形町，浦臼町，新十津川町，
妹背牛町，秩父別町，雨竜町，北竜町，沼田町，鷹栖町，東神楽町，当麻町，比布町，愛別町，
上川町，東川町，美瑛町，上富良野町，中富良野町，南富良野町，占冠村，和寒町，剣淵町，下
川町，美深町，音威子府村，中川町，幌加内町，増毛町，小平町，苫前町，羽幌町，初山別村，
遠別町，天塩町，猿払村，浜頓別町，中頓別町，枝幸町，豊富町，礼文町，利尻町，利尻富士
町，幌延町，美幌町，津別町，斜里町，清里町，小清水町，訓子府町，置戸町，佐呂間町，遠軽
町，湧別町，滝上町，興部町，西興部村，大空町，豊浦町，壮瞥町，白老町，厚真町，洞爺湖
町，安平町，むかわ町，日高町，平取町，新冠町，浦河町，様似町，えりも町，新ひだか町，音
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更町，士幌町，上士幌町，鹿追町，新得町，清水町，芽室町，中札内村，更別村，大樹町，広尾
町，幕別町，池田町，豊頃町，本別町，足寄町，陸別町，浦幌町，釧路町，厚岸町，浜中町，標
茶町，弟子屈町，鶴居村，白糠町，別海町，中標津町，標津町，羅臼町
　なお，観光情報を所有していない雄武町については，調査対象地から除外した。
３）　全62ジャンルは以下のとおりである。
 植物，動物，山岳，美術館，特産物，特産物（味覚），体験観光，ゴルフ場，フィールド・アス
レチック，フィールド・アーチェリー場，スポーツリゾート施設，スケート場，モデルコース，
ハイキングコース，サイクリングコース，レンタサイクル，スキー場，ケーブルカー・ロープウ
ェイ，キャンプ場，センター施設，庭園，公園，行・祭事，郷土料理，郷土料理店，郷土芸能，
郷土景観，河川景観，海岸景観，海水浴場，神社・仏閣，歴史的建造物，展望施設，動・植物
園，水族館，温泉，湖沼，博物館，自然歩道・自然研究路，史跡，近代的建造物，公的観光レク
リエーション地域，産業観光施設，遊覧船，その他名所，その他特殊地形，高原，町並み，自然
現象，伝統工芸技術，観光牧場，観光漁業，観光農林業，ショッピング店，旧街道，テーマパー
ク・レジャーランド，観光タクシー・ハイヤー・周遊バス，マリーナ・ヨットハーバー，観光案
内所一覧，オリエンテーリング・パーマネントコース，遊覧飛行機
４）　妹背牛町の観光情報は，炭火焼き七輪で特選牛肉や海産物等を焼いた料理が提供される「も
せうし夏祭り」のみであり，当別市の観光情報は，高さ13m，直径２m，樹令1,300年のイチイの
大木である「見晴しの水松」のみであった。
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